（様式１）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年（２０２５年）　月　  日

　熊本県知事　様
　住        所:〒                          

商号又は名称:                            
代表者職氏名:                      　    

令和７年度（２０２５年度）
「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託
公募型プロポーザル参加申込書
　
令和７年（２０２５年）７月２９日付で公告のありました令和７年度（２０２５年度）「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託に係る公募型プロポーザルについて、参加を希望しますので申し込みます。
なお、入札公告に掲げられた条件を満たしていること並びにこの申込書及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。


担当者所属:                            
担当者氏名:                            
電話番号:                            
FAX:                            
E-mail:                            

提出期限：令和７年（２０２５年）８月８日（金）午後５時（必着）
※郵送で提出する場合は、事前に電話で御連絡ください。
	書類の提出方法
	電子メール　　・　　紙　　・　　ＦＡＸ

	書類発行責任者氏名
	
	電話番号
	

	担当者氏名
	
	電話番号
	



【提出先】
〒８６２－８５７０
　熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号
熊本県農林水産部生産経営局
農業技術課（県庁本館８階）
みどりの農業推進班　中村
電話番号：０９６－３３３－２３８３









（様式１・添付資料）

１　会社概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記載日現在）
	商号又は名称
	

	本社所在地
	

	主な営業所等
	
	設立年月
	

	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	事業内容
	

	組織概要
（組織図）
	

	その他、参考となる事項
	


※会社概要のわかるパンフレット等を添付すること。

２　業務委託契約等入札参加資格者名簿への登載
	広報・広告業務（企画・制作）
	有　・　無

	催事関係業務（企画・運営）
	有　・　無



３　熊本県内の本社、支店、営業所（※１と同じ場合は記入不要）
	商号又は名称
	

	本社所在地
	

	主な営業所等
	
	設立年月
	

	資本金（千円）
	
	従業員数（人）
	

	事業内容
	

	組織概要
（組織図）
	

	その他、参考となる事項
	



４　当該委託業務に類似した過去の業務実績（該当があれば記載してください）
	実施年度
	委託者
（簡略可）
	受託事業の名称
（簡略可）
	内　　　容
	事業規模
(受託額)

	　　　　年
	
	
	
	 　　千円 

	　　　　年
	
	
	
	 　　千円 

	　　　　年
	
	
	
	 　　千円 

	
	別紙のとおり



※令和元年度（２０１９年度）以降に官公庁からの委託を受けた事業があれば、事業規模の大きなものから順に記入してください。（数が多い場合は、別紙での提出可）

５　参加資格要件
	地方自治法施行令第１６７条の４の該当の有無（※）
	有　・　無

	熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止の有無
	有　・　無

	消費税及び地方消費税並びに都道府県税の未納の有無
	有　・　無

	会社更生法及び民事再生法による更生・再生手続き開始の申し立ての有無
	有　・　無

	当該申立てに係る更生・再生計画認可決定の有無
	有　・　無

	手形交換所による取引停止処分、主要取引先から取引停止の事実があり、経営状態が著しく不健全でないか
	有　・　無

	自己または自社の役員等が以下の各号のいずれにも該当するものでないか
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。））
　イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
　エ　自己、自社若しくは第三者の不当な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
　オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
　カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係をしている者
　キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用している者

	有　・　無

	上記イ及びウに掲げる者が、その経営に実質的に関与していないか
	有　・　無



（※）地方自治法施行令第１６７条の４
　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。
一　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者
二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者
２　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。
一　契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。
二　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。
三　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。
四　地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。
五　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。
六　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。
七　この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。

（様式２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年（２０２５年）　月　日　

　熊本県知事　様
　住        所:〒                          

商号又は名称:                            
代表者職氏名:                    　　 　 

令和７年度（２０２５年度）
「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託
公募型プロポーザル参加辞退届

  令和７年度（２０２５年度）「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託に係る公募型プロポーザルの参加については、辞退します。

	辞退理由
	










担当者所属:                            
 担当者氏名:                            
電話番号:                            
FAX:                            
E-mail:                            

	書類の提出方法
	電子メール　　・　　紙　　・　　ＦＡＸ

	書類発行責任者氏名
	
	電話番号
	

	担当者氏名
	
	電話番号
	



【提出先】
〒８６２－８５７０
　熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号
熊本県農林水産部生産経営局
農業技術課（県庁本館８階）
みどりの農業推進班　中村
電話番号：０９６－３３３－２３８３








（様式３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
令和７年（２０２５年）　月　　日　

　熊本県知事　様
　住        所:〒                          

商号又は名称:                            
代表者職氏名:                    　　 　 


企　画　提　案　書
 
　令和７年度（２０２５年度）「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託に係る公募型プロポーザルについて、下記のとおり関係書類を添えて提出します。
記
○提出書類
□企画提案書（様式４又は任意様式）
□その他、参考資料

※提出する書類に☑を付けてください。
※企画提案書については、様式４に記載の項目が具備されていれば、任意様式での提出も可能です。

担当者所属:                            
 担当者氏名:                            
電話番号:                            
FAX:                            
E-mail:                            
　　　提出期限：令和７年（２０２５年）８月１９日（火）午後５時（必着）
※郵送で提出する場合は、事前に電話で御連絡ください。
	書類の提出方法
	電子メール　　・　　紙　　・　　ＦＡＸ

	書類発行責任者氏名
	
	電話番号
	

	担当者氏名
	
	電話番号
	



【提出先】
〒８６２－８５７０
熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号
熊本県農林水産部生産経営局
農業技術課（県庁本館８階）
みどりの農業推進班　中村
電話番号：０９６－３３３－２３８３









（様式４）
企　画　提　案　書


（１）企画提案に係る具体的内容
  （業務委託仕様書「３　事業概要」　を参照し、記載する。）





（２）本事業の目的を達成するために効果的な取組案があれば、具体的内容





（３）委託業務の実施体制 （業務開始に当たって、委託業務の実施体制を記載する。）
　なお、対象業務に関する十分な知識、理解及び経験を有するスタッフを確保し、業務の遂行に支障のないようにすること。また、契約条件を遵守し、業務の進行管理など業務全般に関する責任者を明確にすること。





　（４）業務実施計画の作成
　   （契約締結後から令和８年（２０２６年）年３月１２日（木）までの業務実施計画を作成する。）





（５）経費内訳書
　（可能な限り詳細に記載する。）







（６）（別紙）採点基準に係る添付書類（写）
	□「熊本県ブライト企業」の認定
	□認定証

	□障害者就労施設等の製品等の調達実績
※当該年度又は前年度
	□調達した実績が分かる書類
領収証、契約書等

	省エネルギー、エネルギーシフト等の推進
□事業活動温暖化計画書制度の対象事業者（義務及び任意）






□エコアクション21の認証

□RE100の参加

□再エネ100宣言RE Actionの参加
　※評価基準日の前月まで

□森林吸収量認証書の交付実績（熊本県森林吸収量認証制度実施要綱による）
　※当該年度又は前年度に限る
　※「認証量の決定通知」を以て認証書に代えることも可
	
□制度の計画期間中であることが確認できる書類
・県HPに記載の義務事業者及び任意事業者一覧ページの写し（HPへの記載が間に合わない場合は、計画書の受理が確認できる書類（電子申請システム受理メールの写し等）＋計画書の計画期間掲載ページの写し）

□認証・登録証

□RE100参加時のプレスリリース

□参加証


□認証書

	□熊本県ＳＤＧｓ登録制度の登録

□パートナーシップ構築宣言の登録
	□登録証

□パートナーシップ構築宣言の宣言文


















（様式５）
令和７年（２０２５年）　月　　日　
熊本県農林水産部生産経営局
  農業技術課長　様
公募型プロポーザルに関する質問書
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属、担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和７年度（２０２５年度）「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領等について、質問事項がありますので提出します。
	質問項目
	（実施要領または仕様書の別・ページ数　等）

	
	

	内　　容
	


（注意）質問事項は、当様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。
提出期限：令和７年（２０２５年）８月５日（火）午後５時（必着）
※ＦＡＸで提出する場合は、事前に電話で御連絡ください。
【提出先】
〒８６２－８５７０
　熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号
熊本県農林水産部生産経営局
農業技術課（県庁本館８階）
みどりの農業推進班　中村
電話番号：０９６－３３３－２３８３
Ｆ Ａ Ｘ：０９６－３８１－８４９１
Ｅ-mail ：kamei-k-d@pref.kumamoto.lg.jp









（様式６）
令和　年（　　　年）　月　日　

業　務　完　了　報　告　書


熊本県知事　様


住　　　　所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

　令和７年度（２０２５年度）「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託について、下記のとおり完了しましたので報告します。
記
１　委託業務名　令和７年度（２０２５年度）「地下水と土を育む農業」及び「くまもとグリーン農業」推進業務委託

２　委託期間　　令和７年（２０２５年）　月　　日から
　　　　　　　　令和８年（２０２６年）３月１２日まで

３　業務完了年月日　令和　年（　　　　年）　月　　日

４　報告書類
　　（１）実績報告書等（別添のとおり）


	書類の提出方法
	電子メール　　・　　紙　　・　　ＦＡＸ

	書類発行責任者氏名
	
	電話番号
	

	担当者氏名
	
	電話番号
	



